＜記載例Ⅲ―Ⅺ＞

法第8条第１号の技術上の基準に関する事項
（液石則第9条第1項の技術上の基準に対応する事項：移動式製造設備）
	検査項目
	検　査　結　果　
	判定
	事 業 所

検査者印
	備考

	製造施設の場所

（第9条第1項第1号）
	　製造施設は，引火性又は発火性の物をたい積した場所の付近に
［有・無］
	適・否
	
	

	警戒標

（第9条第1項第2号）
	　製造施設には，充塡作業中その外部から見やすいように警戒標を掲げて
［有・無］
	適・否
	
	

	第６条の準用

（第9条第1項第3号）
	第６条第1項第17号から第19号までの基準に適合して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[有・無]

	適・否
	
	

	高圧ガス設備の耐圧性能

（第6条第1項第17号）
	高圧ガス設備（容器及び告示で定めるものを除く）は，次のいずれかを満たして
［有・無］
□　液体を使用する常用圧力の1.5倍以上の圧力で行う耐圧試験に合格

　□　空気又は窒素等を使用する常用の圧力の1.25倍以上の圧力で行う耐圧試験に合格

□　経済産業大臣が上と同等以上のものと認める試験に合格

□　特定設備検査規則の規定に基づく耐圧試験に合格した特定設備で，使用開始前のもの
	適・否

該当なし
	
	

	高圧ガス設備の気密性能

(第6条第1項第18号）
	高圧ガス設備（容器及び告示で定めるものを除く）は，次のいずれかを満たして
［有・無］
□　常用圧力以上の圧力で行う気密試験に合格

□　経済産業大臣が上と同等以上のものと認める試験に合格
□　特定設備検査規則の規定に基づく気密試験に合格した特定設備で，使用開始前のもの
	適・否

該当なし
	
	

	高圧ガス設備の強度

(第6条第1項第19号）


	高圧ガス設備（容器を除く）は，次のいずれかを満たして
［有・無］
□　常用の圧力又は常用の温度において発生する最大の応力に対し，当該設備の形状，寸法，常用の圧力若しくは常用の温度における材料の許容応力，溶接継手の効率等に応じ十分な強度を有しています。

□　特定設備検査規則の規定に基づく強度を有しています。

□　経済産業大臣が認める者の製造した常用の圧力等に応ずる十分な強度を有する高圧ガス設備です。
	適・否

該当なし
	
	

	消火設備

（第9条第1項第4号）

	　製造施設には，消火設備を設けて　　　　　　　［有・無］

	適・否

該当なし
	
	

	第６条第1項第35号の準用

（第9条第1項第5号）
	　貯蔵設備である充塡容器等及びその容器置場は，第6条第1項第35号（ホを除く）の基準を遵守して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[有・無]
	適・否

該当なし
	
	

	イ.容器置場の明示及び警戒標
	容器置場は明示され，かつ，その外部から見やすいように警戒標を掲げて　　　　　　　　　　　　　　　　　 　[有・無]

	適・否

該当

なし
	
	

	ロ．容器置場の構造
	容器置場はニ階建以下として　　　　　　　　　 　[有・無]

	
	
	

	ハ．置場距離
	保安物件に対し，容器置場の面積に応じた距離を確保して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　[有・無]　

容器置場の面積　　　　　　　㎡
第１種置場距離ｌ 　必要　　　　ｍ実際　　　　ｍ

　　第２種置場距離ｌ 　必要　　　　ｍ実際　　　　ｍ
	適・否

該当

なし
	
	

	二．容器置場の

障壁

	保安物件に対する置場距離が不足する場合には，置場距離短縮条件を満たすように，直径９ｍｍ以上の鉄筋を縦，横40㎝以下の間隔に配筋し隅部の鉄筋を確実に結束した厚さ12cm以上の鉄筋コンクリート造り又はこれと同等以上の強度を有する構造の障壁を設けて                                          　［有・無］
	適・否

該当

なし
	
	

	へ．滞留しないような構造
	容器置場はガスが漏えいしたとき滞留しないような構造で　　　　　　　　　　　　　　　　[有・無]

□　通風可能面積の合計が，床面積１㎡につき300c㎡以上となる換気口を床面に接しかつ外気に接して設けている。（四方が壁等の場合２方向以上）

＊床面積　　㎡から算出した開口面積　　㎡：実際　　㎡

□　吸込口が床に近く，放出口が地上から５ｍ以上高い安全な位置にあり，排気管中にガス検知器を設置した通風能力0.5m3／min・㎡以上の機械的換気装置を設けている。　　　

＊床面積　　㎡から算出　　m3／min：実際　　m3／min
	適・否

該当

なし
	
	

	ト．二階建容器置場の構造
	二階建の容器置場は告示に定める構造で
　　　　　　　　　　    　　　　　　　 　　　　[有・無]
	適・否

該当

なし
	
	

	チ．容器置場に設ける消火設備
	容器置場には，充塡容器等の内部停滞量10ｔにつき，B－10以上の粉末消火器が1個相当以上設置（最低2個）して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   [有・無]

　　　必要数量　　　　個：実際　　　　個


	適・否

該当

なし
	
	


※液石法第37条の４に基づく許可申請を同時に行い，完成検査も同時に受検する場合について
　液石則第９条第１項第１号から第４号までの基準は液石法施行令第64条第１項の基準を準用するため，液石法完成検査事前検査結果報告書の写しでも可。ただし，液石則第９条第１項第５号については上記様式を使用すること。
粉末消火器�
必要個数�
計画数量�
�
設備内の滞留ガス量10トンにつき能力単位　Ｂ-10　1個相当以上


最小設置数量3個（容器置場においては２個）相当以上�
�
�
�
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